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⑶　協議会設置が困難である事情
法に基づく協議会が未設置である地方公共団体に対し，協議会設置が困難である事情をみたところ，

「行政内に担当部署を設置するのが難しいため」が37.2％で最も多く，次いで，「地域に協議会の担い
手となる機関や人材が不足しているため」（26.5％），「関係機関・団体等の連携や役割分担が難しいた
め」（25.7％）となっている。

	 図表8	 	 協議会設置が困難とする理由（複数回答）

行政内に担当部署を設置するのが難しいため

地域に協議会の担い手となる機関や人材が
不足しているため

関係機関・団体等の連携や役割分担が
難しいため

関係機関・団体等に新たな負担を
強いることになるため

特に必要性を感じていないため

地域に既存の支援ネットワークがあるので

協議会整備のための予算がないため

都道府県と市区町村との連携や
役割分担が難しいため

その他

無回答 N=906
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出典：内閣府調べ

⑷　協議会設置の理由とその成果
すでに協議会を設置した地方公共団体の理由としては，「これまでも困難を有する子供・若者の支援

を行っていたが，関係機関の連携が十分にできていなかった」が6割を占めている。

	 図表9	 	 協議会設置の理由

（％）6020 400

これまでも困難を有する子供・若者の支援を行っていたが、
関係機関の連携が十分に出来ていなかった

これまでは困難を有する子供・若者の支援をほとんど行って
いなかったが、協議会を設置して支援を行うことにした

地域で困難を有する子供・若者が増加していた

首長が主導して設置した

地域で困難を有する子供・若者が多かった

法で守秘義務及び罰則を定めており、民間を含む関係機関・専門職間
で支援対象者の情報を共有する上で、漏洩等の懸念を払拭できる

従来から地域住民や関係機関の意欲が高かった

地域の住民やNPO等民間支援団体から要望があった

市区町村から要望があった（都道府県の場合）

その他

無回答 N=72
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出典：内閣府調べ
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協議会設置による成果をみると，約63％の地域が「大きな成果が見られた」又は「ある程度成果が
見られた」としている。

	 図表10	 	 協議会設置による成果

100（％）806040200

平成24年度設置
《N=15》

平成25年度以降
《N=23》

全 体
《N=72》

平成22年度設置
《N=17》

平成23年度設置
《N=17》
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大きな成果が見られた ある程度成果が見られた
現時点では不明あまり成果は見られていない ほとんど成果は見られていない

出典：内閣府調べ

具体的な成果をみると，「関係機関の連携がスムーズになったこと」「これまで十分な対応ができてい
なかった，複合的で深刻な困難を有する子供・若者に対応できるようになった」「困難なことがあった
ときに相談してくれる子供・若者やその保護者が増えた」というものがある。

	 図表11	 	 協議会設置による具体的な成果

（％）10020 40 60 800

関係機関・専門職間の連携がスムーズになった

これまで十分な対応が出来ていなかった，複合的で深刻な
困難を有する子供・若者に対応できるようになった

困難なことがあった時に相談してくれる
子供・若者やその保護者が増えた

困難を有する子供・若者の情報を早期に
得られるようになるなど把握がスムーズになった

法で守秘義務を定めているので民間を含む関係機関・
専門職間で支援対象者の情報を共有しやすくなった

都道府県と市区町村の関係機関・専門職
の連携がスムーズになった

その他 N=46
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出典：内閣府調べ

4．協議会を設置した地方公共団体における取組例
協議会設置済みの地方公共団体のうち，特に参考となる取組例を紹介する2。

⑴　都道府県の事例
①　島根県【人口711,364人，0～39歳人口266,876人（人口比37.5％）】
「島根県子ども・若者支援地域協議会」は，平成22（2010）年4月の法施行を機に，県内4市（松
江・出雲・浜田・益田）の子ども支援センターを子ども・若者総合相談センターに移行させ，さらに県

2	 各事例の冒頭に記載している人口は，住民基本台帳人口（平成26年１月１日現在）を使用している。
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独自のネットワークであった若者自立支援検討会
議に様々な専門機関を加えて組織の拡充が図られ
て発足した。
島根県では，松江・出雲・浜田・益田の4市に

設置した子ども・若者総合相談センターを拠点と
し，そこを中核にした4つのネットワーク（松江
圏・出雲圏・浜田圏・益田圏）で県域全体をカ
バーし，子供・若者支援を展開している。
個別の相談や支援は上記4つのネットワークで

対応し，県は協議会等の体制整備に関して補助事
業を担う役割分担である。
上記4市の協議会を含め困難を有する若者の支

援は，県内ではおおむね隙間なく実施されてい
る。町村部では協議会等を置く地方公共団体は少
ないが，「子ども・若者育成支援担当者」が指名
され，情報共有を行う体制が整備されている。

②　佐賀県【人口852,285人，0～39歳人口352,949人（人口比41.4％）】
「佐賀県子ども・若者支援地域協議会」は，以前から県内で困難を有する若者支援で実績のあった
NPO法人NPOスチューデント・サポート・フェイスが運営する地域若者サポートステーションを中
核とする若者自立支援ネットワークを基盤として，平成22（2010）年4月に設立された。
先進的な取組で実績のあるNPO法人NPOスチューデント・サポート・フェイスが指定支援機関と

総合相談センターを兼務し，県と緊密に連携して，隙間の無い協議会を運営している。
また，同協議会における支援においては，

支援対象である若者の回復状況を評価する
ツールとして，「Five	Different	Positions」
という独自の指標が活用されており，対人関
係，メンタル，ストレス，思考，環境の5項
目で各5段階の評価を行いレーダーチャート
にすることで，どの程度改善したのかを詳細
に把握し，回復率を出すことができるように
なった。支援対象である若者の回復程度を具
体的・客観的に「見える化」するため，支援
スタッフ間の引き継ぎも円滑に行えるように
なり，業務の効率化に役立っている。

佐賀県における若者自立支援体制

佐賀県子ども･若者支援地域協議会

佐賀労働局（各ハローワーク）
ジョブカフェ ほか

雇用

佐賀少年鑑別所
少年サポートセンター

県中央児童相談所
県精神保健福祉センターほか

保健、福祉、医療

県学校教育課
県こども未来課ほか

教育

矯正、更生保護等

その他（ 市民社会組織）
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